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第７部 障害者虐待の対応（案）
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　　　　　　障害者の安全確認、事実確認

　　　○関連機関等から情報収集

　　　○訪問調査による障害者、保護者・養護者の状況把握

関係機関・関係者による援助の実施

定期的な訪問等によるモニタリング

ケース会議による評価

　　※必要に応じ、実施

○援助方針、内容、各機関の役割の再検討

計画的なフォローアップ

　　　　　　【立入調査】

　○（必要に応じて）警察への援助要請

　○障害者の安全確認

　○養護者当の状況把握

　○緊急性の判断　→　入院、一時保護

緊急性の判断

　【支援課（福祉事務所）が判断する】

○緊急性の判断、障害者の安全確認方法、関連機関等への確認事項整理、担当者決定等



メンバー：支援課長（補佐）・担当ケースワーカー・障害者生活支援センター職員

※緊急の判断を要する場合があるため、支援課長（補佐）が必ず参加する

　　　【適切な権限の行使】



　○障害者自立支援法による措置

　○緊急ショートステイ

　○障害者施設などへの入所

（事実確認後速やかに召集）
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【虐待発生の危険性もしくは兆候がある】

【虐待が発生しているが、既存の枠組みで対応が可能】



○継続した見守りと予防的な支援

○障害福祉サービス等社会資源の活用による支援

○支援方針の見直し

○介護技術等の情報提供

○問題に応じた専門機関による支援



　　　　　【積極的な介入の必要性が高い】



　○保護者・養護者との分離を検討（入院・措置入所）

　※生命や身体に関わる危険性が高く、放置　しておく

　　と重大な結果を招くおそれが予測される場合、ある

　　いは他の方法では虐待の軽減が期待できない場合

　　など



虐待に関する相談窓口の設置と周知、啓発活動

対応

早期発見

予防

終結・再発予防

入院・保護

【障害者生活支援センター】

支援課へ直ちに報告

【支援課（福祉事務所）】

障害者生活支援センターへ協力要請

障害者虐待対応機関

保護者･養護者の負担軽減に

向けた相談･指導・助言など

個別ケース会議

○援助方針、支援内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制等を決定



１　障害者虐待の対応

（１）虐待事案発生時の流れ


1 虐待を発見したときは、支援課（福祉事務所）か各区に設置している障害者生活支援センターに相談又は通報をします。障害者生活支援センターが相談又は通報を受けた場合は、支援課に速やかに報告します。
2 通報を受けた支援課は、速やかに障害者生活支援センターや各関係機関と協力し、状況の調査を行います。
3 緊急の場合は、支援課又は障害者生活支援センターは、虐待されたケースの受入れを要請します。
4 必要に応じて各関係機関に対し協力を要請し、各関係機関は権限を適切に行使します。
5 （障害者支援施設内での虐待の場合）障害福祉課又は監査指導課は、障害者自立支援法等の規定に従い、指導監査を行うとともに、必要に応じて指定の取消や処分の公表を行います。（障害者自立支援法第４９条）

（２）家庭内での障害者虐待への対応
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事実確認、訪問調査

○障害者の状況や事実関係の確認

緊急性の判断

　【支援課（福祉事務所）が行う】

○通報等の内容を詳細に検討



メンバー：支援課長（補佐）・担当ケースワーカー・障害福祉課長（補佐）・障害福祉課担当

※緊急の判断を要する場合があるため、支援課長（補佐）が必ず参加する

（直ちに召集）

【

見

極

め

】

（速やかに召集）

ケース会議の開催

○確認記録をもとに虐待の事実の確認

予防

早期発見

　　　　　　【障害福祉課】【監督指示課】

　　　障害者自立支援法の規定による権限の行使

　○指導監査を行うとともに、必要に応じて指定の取消

　　や処分の公表を行う（障害者自立支援法第４９条）

　　　　　　　【支援課】障害者の保護

　　　　　○障害者自立支援法による措置

　　　　　○緊急ショートステイ

　　　　　○他の障害者施設などへの入所

関係機関・関係者による援助の実施

※虐待防止・障害者保護を図るための適切な権限の行使

　【障害者生活支援センター】

　支援課へ直ちに報告



　【支援課（福祉事務所）】

　障害福祉課（監査指導課）・関係機関への

　協力要請

障害者虐待対応機関

施設内での障害者虐待が疑われる場合

施設内での障害者虐待が認められた場合

対応


【具体的対応について】

予防

1 相談窓口の設置と周知、啓発活動
・相談窓口を明確にし、市民や関係機関に周知

・障害者虐待に関する知識・理解の啓発

・障害に関する知識や介護・支援方法の周知・啓発

早期発見

2 相談・通報
・本人からの届け出

・家族・親族等からの相談による発見・通報

・民生委員や地域住民等による発見・通報

・医療機関・障害福祉サービス事業所による発見・通報

・支援課・障害者生活支援センターによる発見・通報

（支援課が通報・相談を受けた場合）

障害者生活支援センターと連携して対応するため、障害者生活支援センターに直ちに協力要請を行う。

（障害者生活支援センターが通報・相談を受けた場合）

支援課が主となり対応するため、支援課に直ちに報告をする。

⇒　支援課・障害者生活支援センターが連携し、速やかに対応を行う。

対応

3 緊急性の判断

・相談・通報受理後、支援課・障害者生活支援センターで連携・協議を行い、管理職などに相談の上、直ちに判断を行う。その判断は、支援課が行う。
（緊急性の判断・障害者の安全確認方法・関係機関への確認事項整理・担当者決定など）

・決定内容を記録し、速やかに管理職の確認を受け、保存する。

※緊急性があると判断した場合

障害者の安全の確認・保護を優先し、早急に介入する。身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等によるやむをえない措置、緊急ショートステイ、入院などを検討する。措置が必要と判断した場合は、障害者への訪問、措置の段取り、関係機関からの情報収集など役割を分担し、即時対応する。

4 障害者の安全確認、事実確認

・相談・通報を受けた時は、支援課・障害者生活支援センターで連携し、速やかに安全の確認その他事実確認を行う。

・確認事項

　虐待の種類、程度、事実と経過、安全確認、身体・精神・生活状況、保護者・養護者との関係、関係機関からの情報収集

・できるだけ訪問して確認する。訪問調査の際、調査項目や内容は障害者や養護者の状況を判断しつつ、信頼関係の構築を念頭に置いて柔軟に対応する。

・生命の危険性が高く、時間的余裕がない場合は、安全確認と同時に障害者の保護に向けた動きを開始する。その判断のために、通報内容等の情報から医療の必要性が高いと予想される場合は、保健師等が立ち会うことが望ましい。
※立ち入り調査について
さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例第１９条の規定により、虐待により障害者の生命や身体に重大な危険が生じるおそれがあるときは、立入調査などを行うことができます。
○障害者の生命や身体に重大な危険が生じるおそれがあると思われるときは、障害者を守る必要があるため、支援課（福祉事務所）職員が、その保護者等の同意を得て、立入調査等を行うことができます。（強制力は無いため、あくまでも障害のある人の保護者等の同意の上で調査を行うこととなります。）
○立入調査等の依頼があった場合は、障害のある人の保護者等は協力しなければいけないこととします。（調査の対象者は、調査に対し協力しなければなりませんが、従わなかったことに対する罰則はありません。）

○立入調査をするときは必ず身分を示す証明書（規則で定められた身分証をいう。）携帯します。提示を求められたときは速やかに提示を行います。

○立入調査を行える規定は、あくまでも虐待の早期発見の為に付与されており、強制力を持つものではなく、また捜査が行えるわけではありません。調査とは、相手方の協力に基づいて、事情を伺ったり、状況を確認したりするなどの活動であり、無断で住居に立ち入ったり、強制的に書類等を押収したりするなどの活動は含まれません。
5 個別ケース会議

・事実確認後、支援課が速やかに関係機関を招集。

・参加メンバーによる協議（アセスメント、支援方針の協議、支援内容の協議、関係機関の役割の明確化、主担当者の決定、連絡体制の確認）

・会議録、支援計画の作成、責任者の確認

6 関係機関・関係者による援助の実施

・積極的な介入の必要性が高い

→　保護者・養護者との分離を検討。医療が必要な場合は入院を検討。身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等によるやむをえない措置、緊急ショートステイなど適切な権限の行使。

※生命や身体に関わる危険性が高く、放置しておくと重大な結果を招くおそれが予測される場合、あるいは他の方法では虐待の軽減が期待できない場合など

・虐待発生の危険性もしくは兆候がある

・虐待が発生しているが既存の枠組みで対応が可能

→　継続的な見守りと予防的な支援。障害福祉サービスの活用と支援方針の見直し、介護技術等の情報提供、問題に応じた専門的な支援、保護者・養護者支援。

7 定期的な訪問等によるモニタリング

・主担当者の訪問、関係機関の職員からの情報収集など、関係機関が相互に連携し、情報の確認を行う。

・情報の集約。共有化については個別ケース会議で決めておく。

8 ケース会議による評価

・援助方針、内容、各機関の役割の再検討

・状況の変化により支援方針の変更が必要な場合は、速やかにケース会議を開催し、再アセスメント・支援方針の修正を行う。

・必要に応じ、繰り返し実施する。
終結・再発予防
9 計画的なフォローアップ

・障害者や保護者・養護者が尊厳を保持し、安心して暮らせることをもって、ケース会議による評価をもとに援助が終結する。

・終結後は、再発予防のために障害福祉サービスの利用や地域の見守り、保護者・養護者支援などを継続する。ケース会議で継続支援の役割分担を明確にする。

（３）施設内での障害者虐待への対応
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【具体的対応について】
予防

1 相談窓口の設置と周知、啓発活動
・相談窓口を明確にし、市民や関係機関に周知

・障害者虐待に関する知識・理解の啓発

・障害に関する知識や介護・支援方法の周知・啓発

早期発見

2 相談・通報
通報窓口：支援課・障害者生活支援センター

・本人からの届け出

・家族・親族等からの相談による発見・通報

・医療機関等による発見・通報

・支援課・障害者生活支援センターによる発見・通報

・施設職員の内部通告

（支援課が通報・相談を受けた場合）

障害者生活支援センターと連携して対応するため、障害者生活支援センターに直ちに協力要請を行う。

（障害者生活支援センターが通報・相談を受けた場合）

支援課が主となり対応するため、支援課に直ちに報告をする。

⇒　支援課・障害者生活支援センターが連携し、速やかに対応を行う。

対応

3 緊急性の判断

・相談・通報受理後、支援課・障害者生活支援センターで連携・協議を行い、管理職などに相談の上、直ちに判断を行う。その判断は、支援課が行う。
・決定内容を記録し、速やかに管理職の確認を受け、保存する。

※緊急性があると判断した場合

障害者の安全の確認・保護を優先し、早急に介入する。身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等によるやむをえない措置、緊急ショートステイ、入院などを検討する。措置が必要と判断した場合は、施設への訪問、措置の段取り、関係機関からの情報収集など役割を分担し、即時対応する。

4 障害者の安全確認、事実確認、訪問調査
・相談・通報を受けた時は、支援課・障害者生活支援センターで連携し、速やかに安全の確認その他事実確認を行う。

・確認事項

　虐待の種類、程度、事実と経過、安全確認、身体・精神・生活状況、関係機関からの情報収集

・できるだけ施設訪問をして確認する。

・生命の危険性が高く、時間的余裕がない場合は、安全確認と同時に障害者の保護に向けた動きを開始する。その判断のために、通報内容等の情報から医療の必要性が高いと予想される場合は、保健師等が立ち会うことが望ましい。

5 個別ケース会議

・事実確認を行い、虐待が疑われる場合は、支援課が速やかに関係機関を招集。
・障害福祉課・監査指導課参加。（指導監査を行い、指定の取消や処分の公表が必要になるため）
・参加メンバーによる協議を行い、確認記録をもとに虐待の事実の確認を行う。
・会議録の作成
6 関係機関・関係者による支援の実施

虐待防止・障害者保護を図るための適切な権限の行使

（支援課）
・障害者の保護
⇒　身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等によるやむをえない措置、緊急ショートステイや他の障害者施設への入所などを検討する

（障害福祉課・監査指導課）

・障害者自立支援法の規定による権限の行使

⇒　指導監査を行うともに、必要に応じて指定の取消や処分の公表を行う（障害者自立支援法第49条）

注）さいたま市外の施設において、さいたま市で支援を行っている障害者が虐待を受けた場合、さいたま市の監査指導課は指導監査を行うことはできない。そのため、指導監査権限がある施設所在地の都道府県・指定都市及び中核市の障害者施設指導監査担当課と協力を求め、連携し、上記の対応をとることとなる。
２　障害者虐待の定義

　「さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例」第２条に、定義されています。
（1） 障害者虐待となる行為

1 身体的虐待

　障害者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。

2 性的虐待

障害者にわいせつな行為をすること、障害者をしてわいせつな行為をさせること又は障害者であることを理由に、本人の意思にかかわらず、交際若しくは性的な行為を不当に制限し、若しくは生殖を不能にすること。

3 心理的虐待

　障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

4 ネグレクト

障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置をすること。

5 経済的虐待

障害者の財産を不当に処分することその他当該障害者から不当に財産上の利益を得ること。

6 虐待及びセルフネグレクトの放置

保護者、養護者又は障害者の福祉サービスに従事する者が、①から⑤までの事実を知りながら、又は障害者が自らの利益や健康を明らかに損なう行為を継続的に行っていることを知りながら放置をすること。
（２）虐待の種類・内容とその例示

	
	内容
	具体例

	身体的虐待
（暴行）
	障害者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること
	・平手打ちをする、つねる、殴る、蹴る、無理矢理食事を口に入れる、やけど・打撲させる

・ベッドに縛り付けたり、意図的に薬を過剰に服用させたりして、身体拘束、抑制する　等

	性的虐待
（わいせつ行為、性的自己決定権の剥奪）
	障害者にわいせつな行為をすること、障害者をしてわいせつな行為をさせること又は障害者であることを理由に、本人の意思にかかわらず、交際若しくは性的な行為を不当に制限し、若しくは生殖を不能にすること
	・排泄の失敗等に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する

・キス、性器への接触、セックスを強要する
・障害があることを理由に、異性等との交際を認めない

・障害があることを理由に去勢する　等



	心理的虐待
（心理的外傷を与える言動）
	障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと
	・排泄の失敗等を嘲笑したり、それを人前で話すなどにより障害者に恥をかかせる

・怒鳴る、ののしる、悪口を言う

・侮辱をこめて、障害者を子どものように扱う

・障害者が話しかけているのを意図的に無視する　等

	ネグレクト
（保護の怠慢）
	障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置をすること
	・入浴しておらず異臭がする、髪が伸び放題である、皮膚が汚れている

・水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹状態が長時間にわたって続いている、脱水症状や栄養失調の状態にある

・室内にごみを放置する等、劣悪な住環境の中で生活させる

・障害者本人が必要とする介護・医療サービスを、相応な理由なく、制限し、使わせない　等

	経済的虐待
（不当な財産上の利益の取得）
	障害者の財産を不当に処分することその他当該障害者から不当に財産上の利益を得ること
	・日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない

・本人の自宅等を本人に無断で売却する

・年金や預貯金等を本人の意思・利益に反して使用する　等

	虐待及びセルフネグレクトの放置
（虐待及び自ら利益や健康を明らかに損なう行為）
	保護者、養護者又は障害者の福祉サービスに従事する者が、虐待の事実を知りながら、又は障害者が自らの利益や健康を明らかに損なう行為を継続的に行っていることを知りながら放置をすること。
	・虐待があると思われる事実があるにも関わらず、役所などに連絡をしない
・一人暮らしなどの障害者で、認知能力が低い、またはうつなどのために生活能力・意欲が低下し、極端に不衛生な環境で生活している、必要な栄養摂取ができていない等の行動をしていることを知っているにも関わらず、役所などに連絡をしない


（３）特殊な見逃しやすい虐待について
　その他の特殊な見逃しやすい虐待として、以下のものがあります。

○ 代理人によるミュンヒハウゼン症候群

　代理人によるミュンヒハウゼン症候群とは、保護者・養護者が健康な障害者に危害を加え、あるいは詐病によって、不必要な検査・治療・入院などの医療行為を受けさせ、障害者に身体的、心理的苦痛を与えることです。
⇒　身体的虐待・心理的虐待・ネグレクトにあたります。
○ 医療ネグレクト
　医療ネグレクトとは、医療水準や社会通念に照らして、その障害者にとって必要かつ適切な医療を受けさせないことです。重症の病気やケガをしたときにあえて病院に連れて行かない場合や、病院には連れて行くものの、治療に同意しない場合（「治療拒否」ともいう）などです。後者については、たとえば宗教上の理由による輸血拒否や手術拒否などがあります。

⇒　ネグレクトにあたります。
※代理人によるミュンヒハウゼン症候群・医療ネグレクトどちらも児童や高齢者の分野でも起こりえることですが、もともと身体に障害を抱えていたり、障害により意思がうまく伝えられなかったりすることがある障害の分野では特に発見が難しく、見逃しやすくなっていると言え、事実確認が非常に難しくなっています。
　３　虐待対応時における各機関の役割
障害者虐待は、地域の関係機関がそれぞれの役割を生かした中で、協力・連携を図りながら支援していくことが必要である。

（１）支援課の役割

① 障害者虐待の通報又は届出を受けた場合

速やかに当該障害者の事実の確認及び安全の確保を行い、その対応について関係機関と協議する。

② 生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがある場合

当該障害者を一時的に保護するため、迅速に障害者支援施設等と連携し、身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等によるやむをえない措置・緊急ショートステイや障害者施設への入所等、適切な対応を行う。
（２）障害者生活支援センターの役割

障害者虐待の通報又は相談を受けた場合は、支援課と連携して、速やかに当該障害者の事実の確認及び安全の確保を行い、事例に即した適切な対応をとる。また、日常業務を通じて、障害者への支援を行う中で、障害者虐待の予防に努めるとともに、障害者虐待の早期発見、相談、通報の受付を行い、支援課に速やかに報告する。

　
（３）その他の関係機関の役割
　ア　障害福祉サービス事業者

サービス提供時において障害者や介護者の状況を観察し、障害者虐待の早期発見に努めるとともに、虐待や虐待と疑われる事例を発見した場合、支援課に速やかに報告する。合わせて、今後の援助方針、対応策の検討を行う。
イ　警察

市から障害者の生命及び身体の安全の確保のため、援助要請があった場合は必要な措置を講じる。
　ウ　医療機関等

　　病院、保健所、その他障害者の福祉に業務上関係のある団体及び医師、保健師、弁護士その他障害者の福祉に職務上関係のある者は、障害者虐待の早期発見に努めるとともに、障害者虐待を受けた障害者の保護に努めること。

　

エ　民生委員等地域住民

　　障害者の状況から虐待が疑われる事例を発見した場合は、速やかに関係機関に相談、通報を行う。また、日ごろから地域の中で障害者や介護者への声かけ等により、支援が必要な障害者と介護者となる家族が地域から孤立しないように見守ることが、障害者虐待を予防することにつながる。
４　虐待対応時における連携・協力のポイント


　虐待への対応では、迅速に関係者が認識を共有することが不可欠です。それぞれの関係者が1対1でコミュニケーションを取っていると、時間がかかり、共通した認識が持ちにくくなりがちです。適切な連携をとらなければなりません。

（1） 一堂に会することが必要

　対応が困難なときや多数の機関の連携が必要なときには、関係者が一堂に会することが必要です。会議では以下の点に留意することが大切です。

1 かかわりの必要な関係者や関係機関にはできるだけ参加してもらう。

2 危機感を持っている人の意見を尊重する。

3 具体的な対応を中心に議論を進める。
4 役割分担を明確にしてキーパーソンを定める。

5 具体的な対応策に関して、期待できる点と危険性を明確にしておく。

6 具体的な対応に関して、タイムリミットを定める。

7 タイムリミットが来たら、予定通りに進んでいるかチェックするための会議を再び開く。

8 計画がうまく進んでいないときには速やかに計画を見直す。

9 会議では会議録を作成し、関係機関での共有を図る。

（2） 障害者中心に考える原点を大切に

　連携や協力も大切ですが、ときに機関中心、支援者中心の考え方に陥りやすいものです。常に障害者の安全や福祉など障害者に対する視点で考えていく必要があります。

（3） 守秘義務について

　プライバシーは尊重されなければなりません。医師や公務員には法律上の守秘義務がありますが、他機関との連携を図る際には、できるだけ障害者に対して｢支援のためには他機関と協力する必要性があること｣を説明し、他機関への情報の提供を了承してもらうことが大切です。しかしながら、了承が得られない場合や意思が確認できない場合であっても、障害者に危険があるときは危機介入であり、その限りにありません。ただし、この場合であっても必要な関係者以外に情報が漏れないようにすることが当然です。

（4） 連絡の取り方のポイント
　他の機関と連絡を取る際、以下のポイントを覚えておくとよいでしょう。

1 ネットワークを通して、事前に的確な連絡方法を決めておく。

2 実際に協力してもらう人にはできるだけ会って話をする。

3 実務者で連携を図りながら、機関の長には文書で依頼するなど、現場の人が動きやすいように配慮する。

4 こちらの危機感と要点を押さえて、うまく伝えるように工夫する。

5 連絡したときの記録を取っておく。

6 連絡がうまく取れないときでも、あきらめず、粘り強く試みる。
7 普段からの連携を心がける。
５　障害者虐待の判断基準

（１）状況の判断基準

①【最重度】生命に関わる危険な状態

　身体的暴力等によって、生命の危険がある、あるいは、そのような外傷を受ける可能性が高い。

＜例＞
頭部外傷、腹部外傷、大きな外傷、意識の混濁、脱水状態、火傷、発熱など感染症状、基本的生理的欲求に対するケアが不足している。

＜対応＞
関係機関、かかりつけ医への連絡、入院・入所の手続き、緊急一時保護が必要である。

②【重度～中等度】心身の健康に悪影響がある状態

　今すぐには生命に危険はないと感じられるが、現に障害者の健康や生活に重要な影響を生じている、あるいは可能性がある。

＜例＞

比較的軽症だが打撲傷、擦過傷、内出血、きわめて不衛生、不潔、徘徊などがある。

＜対応＞

適切な障害福祉サービスの導入や見守りを続け、障害者や虐待者が自ら援助を求めたり、他の問題が出てくれば、緊急に介入する。

③【軽度】意思が無視・軽視されている状態

　健康問題を起こすほどではないが、障害者のケアにムラがあり、きちんとケアしていない状態。
＜例＞

入浴していないようで異臭がする、髪が伸び放題である、いつも空腹を訴えるなどがある。
＜対応＞

関係機関でチームを組み、サポート・監視下で経過観察し、環境を含めた調整、具体的な援助を通じて注意深くフォローアップしていくことが必要である。

（２）緊急性の判断材料

　虐待への対応には、早急に保護するなど緊急的な対応が必要な場合があります。

緊急度は、総合的に判断する必要があります。障害者の生命の危険性はあるか、医療の必要性はどうか、「虐待」を行っている人との分離の必要性はあるか、「虐待」の程度と障害者の健康状態、「虐待」を行っている人の心身の状態等に着目し、関係機関で協議を行います。
	けがの程度
	顔面への暴行・頭部への打撲　⇒　頭蓋内出血の可能性

見えない部分（腹部等）などのけが　⇒　内臓出血の可能性

暴行による外傷・溺水・熱傷・骨折による入院歴等

	障害者の状況・症状
	極端な栄養障害や慢性の脱水症状がある（食事水分摂取が適切に行われていないおそれがある）
介護者が医療拒否（必要な薬を与えないなど、障害者の下痢を放置するなど必要な治療措置をとらない）
障害者の家出や徘徊が繰り返されている

体重減少・褥創悪化
医療の頻回な提供や入院

衰弱が激しい等

	虐待者の状況
	過去に虐待の事実がある

虐待者の精神疾患・認知症による症状が著しい

感情が高ぶると暴力の憎悪がある
虐待者が興奮状態で衝動的・攻撃的になっている
家族間で他の虐待（児童虐待・ＤＶ）がある等

	これまでの経過

	長い経過にわたり身体的虐待が行われている

障害者本人の状態が悪化し、入退院を繰り返している等

	その他
	性的虐待が強く疑われる


６　障害者虐待に関わる時の留意点 


　虐待の事実確認も重要であるが、「虐待をしたのか」と問うことは逆効果となるだけでなく、さまざまな問題を生じ今後の対応を難しくする場合もある。あくまでも、行政が関わる目的は、介護者支援の姿勢を示し、虐待者を懲らしめることではなく、介護負担を軽減し虐待を予防して悪化を防ぐことにある。
①「虐待」という言葉をむやみに使用しない

②客観的に情報を収集し、無理な情報収集を避ける

③プライバシーを保護する

④信頼関係を作る
⑤感情的なコミュニケーションにならないように注意する
⑥介護者に安易に虐待者というレッテルをはらない
⑦介護負担の軽減を考慮する
⑧具体的な障害者支援の方法を考える

⑨虐待を起こさないために取れる具体的な方法を介護者と一緒に考える

⑩介護者が障害者の行動を理解することを助ける

⑪障害者の自信をつける

⑫障害者が安心して気持ちを話せる場をつくる

⑬次につながる介入となるよう心がける
資料２
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